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国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

インドネシ
ア G102 環境教育 個別 新規 2年 ・2019/1 ・2019/2 ・

2019/3

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

環境林業省

2）配属機関名（日本語）

南タンゲラン市地域環境局

3）任地（ バンテン州南タンゲラン市 ） JICA事務所の所在地（ ジャカルタ首都特別州 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ ﾊﾞｽ で 約 1.5 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

同局は2016?2021年の戦略目標として、行政サービスの質の向上、水質、土壌、空気の質の向上、廃棄物管理改善等を
含めた10の戦略と、家庭ゴミからの汚染軽減、大気汚染、公害抑制、地域社会を含む全てのステークホルダーの参加促
進、住宅地緑地化、3Rの取り組み強化等、22の政策を掲げている。職員数83名、年間予算約1億5千万円。環境管理を担
当する人材情報・地域社会強化部門に配属予定。なお同市教育局は、JICA草の根技術協力『教科「環境」の教材開発と
教員の再教育支援プロジェクト』(2014～2017年)のインドネシア側実施関連機関であり、2017年以降も新規草の根技術
協力事業が2021年まで継続予定。

【要請概要】
1）要請理由・背景

南タンゲラン市は2008年に市制施行が認可され、現在人口150万人を擁する市となっている。地域環境局は地域のNGO
等と連携し、地方行政レベルで環境法を施行し、地域住民及び学生(生徒)に対する環境教育を実施している。同市はジャ
カルタのベッドタウンとして発展し、急速な人口増加が環境破壊とゴミ問題の発生につながっている。同市では、限ら
れた人員、計画の中、10の戦略と22の政策に関する施策を実施しているが、対象範囲や量的な効果は限定されており、
技術的手法、環境教育に関する運用知識も不足しており、環境部門の職員の能力開発も急務であることから、「緑の都
市」南タンゲラン市の環境教育普及のために本要請に至った。なお、活動においては、地域NGOとして、上述の草の根
技術協力を実施しているインドネシア教育振興会との協力関係のもとに進める予定。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

同局職員及び関係者の環境に関する行政及び能力の強化に
1.学校における環境教育実施時の環境局職員に対する支援
2.南タンゲラン市内の各小・中・高等学校の環境教育の実施
3.市民のための環境教育の計画および実施
4.環境関連イベントの計画と実施
5.環境法に基づく地域社会における活動
その他、環境局及び地域NGOと協議の上、ボランティアが出来る活動

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

執務室、机及び椅子

4）配属先同僚及び活動対象者

・地域環境局 人材情報・地域社会強化課長 (女性、40代、大卒)
・その他市職員 (女性 48名 / 男性 35名)

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/


・巡回先学校の校長、教員等

5）活動使用言語

インドネシア語

6）生活使用言語

インドネシア語

7）選考指定言語

【資格条件等】
[免許]：（小学校教諭）

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（大卒）　備考：同僚とのバランス

[経験]：（実務経験）3年以上　備考：外部機関との調整
作業が必要

[参考情報]：

　・専攻は小学校教育、地域開発、発達科学関連

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（熱帯雨林気候）　気温：（25～35℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
インドネシア側の査証手続きの問題により、他国の同隊次より赴任時期が遅れる。インドネシア政府の方針で、自衛隊
勤務経験者及び海外における軍歴保持者にはボランティアとしての査証が発行されないため、応募不可。
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